
会計制度研究会（第６回）議事要旨 

 

日時：令和元年６月４日（火）14：00～16：30 

場所：主計局第二局議室 

出席委員：藤谷座長、有川委員、石田委員、片桐委員、川澤委員 

事務局出席者：阿久澤法規課長、照井法規調査官、奈木野補佐、西川補佐、 

中塚専門官 

議題：会計制度（契約）に関する論点について 

 

 今回は、これまでの会計制度研究会（全５回）の議論を踏まえて、「会計制度

（契約）に関する論点について」の記載事項の議論を行った。各委員から出され

た主な追加意見は次のとおり。 

 ○ 「１ 契約方式の多様化への対応」の【評価者の責任等】について、「総

合評価方式は、評価項目の設定とそれに基づく評価等の過程が外部から分

かりにくく、説明責任の確保という点で問題があるのではないか。」と記載

した方がよいのではないか。 

 ○ 「１ 契約方式の多様化への対応」の【調達情報の開示】について、「個々

の契約毎の当初の価格や変更後の価格については開示されてはいるものの、

変更後の価格の開示は公共工事に限られており、事業全体における個別契

約の位置づけや、契約の変遷に関する情報は、必ずしも国民の目線から見

て、透明性や説明責任に資するものとなっていないのではないか。」と記載

した方がよいのではないか。 

 ○ 「２ 予定価格の上限拘束性」の【ウ その他】の支出負担行為制度に

ついて、「支出負担行為制度は、厳格な予算統制として好ましいものではあ

るが、一方で示達額（予定価格）を超えると事業が実施できなくなるとい

うことも要求する制度でもある。」と「予算統制には示達額の見直し、予算

の移流用といった適切な執行を確保するための制度も組み込まれているの

で、執行機関は、予算統制と適切な事業の執行のバランスを念頭において、

事務を行うことが期待されるのではないか。」に分けた方がよいのではない

か。 

○ 「３ 公共調達の付帯的政策への活用」の「イ 付帯的政策を活用する際

の要件等」について、文頭に「付帯的政策の活用の意義を一概に否定する

ものではないが、」と記載した方がよいのではないか。 

以上 

 


